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地域移行支度経費支援事業
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実績報告書【様式】
【神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱に基づく書類】

①　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

［第４号様式（第８条関係）］

②　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書

［別紙１（第４号様式関係）］

③　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金清算書

［別紙２（第４号様式関係）］

④　歳入歳出（収入支出）決算書（見込み）抄本

· 上記①～④までの様式について、以下順番に添付します。
（様式の後に記載例も添付してありますのでご確認ください）
このほかに、【地域移行支度経費支援事業実施要領】に基づき、
⑤　地域移行実績報告書（別紙４）
⑥　地域移行報告書（別紙５）
⑦　地域移行支度経費受領書（別紙６）
8 領収書（写）（物品購入等した場合）
以上の⑤～⑧の添付が必要となります。
第４号様式（第8条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

市町村の長又は団体の代表者　　　印

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

平成　　年　　月 　日付けで交付決定を受けた障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

　１　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書（別紙１）

　２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算算書（別紙２）

　３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込書）抄本
別紙１（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書
（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助事業名
	地域移行支度経費支援事業

	具体的な
事業実施結果
	

	事業の着手日
	

	事業の完了日
	


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

別紙２（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）
障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書
	補助事業名
	対象経費

実支出額

Ａ
	寄付金その

他の収入額

Ｂ
	差引額

（Ａ－Ｂ）

Ｃ
	補助基準額

Ｄ

	
	
	
	
	

	

	補助基本額

(ＣとＤのいずれ
か少ない額)

Ｅ
	補助所要額

Ｆ
	既交付
決定額

Ｇ
	既受入済額

Ｈ
	精算所要額

（Ｆ－Ｈ）

Ｉ
	備考

	
	
	
	
	
	


参考様式

平成２２年度歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本

地域移行支度経費支援事業
事業所名
［　　　　　　　　　　　　　　］
　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　支出　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


地域移行支度経費支援事業

実績報告書　【記載例】

· 次の①～④までの様式について、以下順番に記載例を添付しますので、ご参照ください。

①　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

［第４号様式（第８条関係）］

②　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書

［別紙１（第４号様式関係）］

③　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金清算書

［別紙２（第４号様式関係）］

④　歳入歳出（収入支出）決算書（見込み）抄本

※上記①～④までの様式について、以下順番に添付します。



第４号様式（第8条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

平成　　年　　月 　日付けで交付決定を受けた障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

　１　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書（別紙１）

　２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算算書（別紙２）

　３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込書）抄本
別紙１（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）


障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書

（補助事業者名：　○○法人△△会　　　　　　　　　　）
	補助事業名
	地域移行支度経費支援事業

	具体的な
事業実施結果
	□□園を退所し○○ケアホームへの入居するため、
寝具１セット、衣装ケースを購入した。

寝具　　　　１９，０００円

衣装ケース　２，０００円×２＝４，０００円

つくえ　　　７，７６５円

	事業の着手日
	　平成　　年　　月　　日

	事業の完了日
	　平成　　年　　月　　日


（注3） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注4） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

別紙２（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書
	補助事業名
	対象経費

実支出額

Ａ
	寄付金その

他の収入額

Ｂ
	差引額

（Ａ－Ｂ）

Ｃ
	補助基準額

Ｄ

	障害者自立支援基盤整備事業

（ケアホーム等に対する消防設備の整備）
	30,765円
	0円
	30,765円
	30,000円

	

	補助基本額

(ＣとＤのいずれ
か少ない額)

Ｅ
	補助所要額

Ｆ
	既交付
決定額

Ｇ
	既受入済額

Ｈ
	精算所要額

（Ｆ－Ｈ）

Ｉ
	備考

	30,000円
	30,000円

	30,000円

	0円

	30,000円

	


参考様式


平成２１年度歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本

地域移行支度経費支援事業

事業所名
［　　　　　　　　　　　　　　　］

　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　　　　　　３０，０００　円

　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　　　　　　７６５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７６５　円

　　　支出　　地域移行のための支度経費
　　　　　　　寝具　等　　　　　購入　　　　　　　３０，７６５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７６５　円


平成　　年　月　日　

上記のとおり原本に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　

○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印


　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�





法人名・代表者名を記載し、押印してください。





�





交付決定通知日を記入して下さい。





記載例





法人名を記載してください。





・着手日は「交付決定通知」の日より後の日付になります。


・完了日は２３年３月３１日より前の日になる必要があります。





事業内容を記載してください。





記載例





実際にかかった経費です。


領収書等の金額と一致します。





利用者1名につき30,000円が上限額です。





Eの額の千円未満の数字を切り捨てた額です。





記載例





事業所（施設）名を記載してください。





県補助金は交付決定額です。


その他の経費は自己負担額にご記入願います。





収入と支出の合計額は同額になります。





原本証明が必要です。


法人名・代表者名を記載し、押印してください。








